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おわりに

は ⇔ め に

今 日(1981年 現 在),ソ ビエ ト自動車工業 は世界の中で,日 本,ア メ リカ合

衆国,西 独,フ ランスに次 いで第5位 に位 置 してい る1)。 そ の総生産 台数 は ,

219.8万 台 に上 ってお り,そ の 内訳 をみ ると,乗 用車が132.4万 台,ト ラ ック ・

バ スが87 .4万 台 で ある2)。 本稿 で取 り上 げ るボルガ 自動 車 工場(正 式 名一 ソ

連邦誕生50周 年名称 ・労働赤旗勲章 ・ボル ガ自動 車工場)は1970年 に完成 した ,

ソ連最 大の乗用車 生産工場 で ,1981年 の生産台数 は83万 台 に上 って おり,ソ 連

原 稿 提 出 日1986年1月16日

*こ の論 文 は ,文 部 省特 定 研 究 経 費 の 補 助 を受 け て 行 な った 研究 の成 果 の 一部 で あ る。

1)文 献[29],109頁 。

2)HapoAHo6xo3曲cτBoCCCP.〔9〕,c.19α な お,文 献[29]で は 各 々,223万 台,

135万 台,88万 台 と な っ て い る(109頁)。

〔83〕 ・
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の乗用車生産 台数 の60%強 を 占めて いる3)。

さて,本 稿の まず第一 の課題 は,こ のボルガ自動車工場 にお ける賃金 お よび

プ レミア ムによる物質 的刺激 の実態 を解明す る ことであ る。すなわち,こ の工

場 にお いて1田4年 一1975年 の 時期 に賃金 およびプ レ ミアムが どの ように算定 さ

れ,各 個人に配分されて いたかを具体的 に明 らかにす ることで ある。 それによっ

て ソ連 自動車製造工場の実像の一 端が明 らかにな る。 ただ しさしあた り,そ れ

は1時 点 での しか も1企 業の1つ の側面の解明で しかな いが。筆者 は以前 にソ

ビエ トの別 の自動車製造企業(リ ハ チ ョフ名称 モスクワ自動車工場=ジ ル)を

取 り上 げて,そ の集団的刺激 システムの実態 を分析 した ことがあ る4}。 本稿 は

それの いわば続稿 であ る。

ところでボルガ自動車工場の管理 システムは,「 バ ズシ ステ ム」 と呼 ば れ,

1973年 以 後,党 一政府 によ って先進的 な管理 システムであ り,他 の企業(自 動

車製造部 門に限 らない)'が 見 習 うべ き模範 であると承認 され た5)。 この先進的

管 理 システ ムとしての 「バズ システム」 の内容 は次の諸点 にある6)。

① 上級 レベル(作 業所,全 工場 レベル)へ の職能的管理諸部門の集 中化 およ

び ライン管 理部 と職能 的管理部 の権 限 。責任 の区分 の明確化,

② 新 しい労働 ノルマ化方法,

③ 労働組織の集団的形態(班 形 態)の 広範 な適用,

④ 計画的職務転 換体制 の導 入,

⑤ 新 しい賃金 制度 の導入,

これ らの うち,本 稿で は主 として⑤の新 しい賃金制度 を具体的 に検討す る。

また本工場では経済 的刺激 フ ォン ドの形成 につ いて も,新 しい 「実験的方式」

と言われ る方式が設定 され た7㌔

3)文 献[29],113頁 。

4)文 献[28]を 参照。

5)AΦHTOB〔1〕,c・4・ なお,そ の際この 「バズシステム」の導入に適 している企業の

特徴 としては,大 量流れ生産形態を有 し、高度な自動化 ・機械化レベルにあるとい

うことであった(AΦ 耽OB〔1〕,c・4・)。

6)TaM⊃Ke,し32.

7)II真ep6aKoB〔27〕,c」67.



ソビエ ト自動車企業の賃金とプ レミアム 85

そこで,こ れらの先進的,「実験的」な物質的刺激 システムの特徴はどこに

あるか,さ らにそれ らによってどのような問題がどのように解決 されようとし

ているのか(物 質的刺激システムの意味)を 検討するのが,本 稿の第2の 課題

である。

1ボ ルガ自動車工場の概要

本工場 は1967年 に建設が開始 され,1970年4月19日 に初めて6台 の乗用車 を

生産 し8},.1971年 か ら本格的量産 を開始 した新 しい乗用車工場であ る。 この工

場 の建 設 はイ タ リアの フィア ッ ト社 との技術提携 を基礎 に して いた。 フィアッ

ト社は工場 の レイア ウ トを設計 し,必 要 な機械 。設備の リス トを作成 した9,。

そ して約3.5億 ドル分の機 械 ・設備 を供 給 した。 これは予定 建設 費総額10億 ド

ルの35%に 相 当す るエo)。そ して,1970年 にFIAT-124を べ 一スに しっつ,ソ

連国 内向 けに設計変更 され た乗用車 「ジグ リ」 バズー2101の 試験生産が始 まっ

たのであ る。 その後,1973年12月 に は通算生産 台数 が100万 台 を突破 し,1975

年7月9日 には200万 台,1976年12月 に は300万 台,1978年6月 には400万 台,

1979年10月 に は500万 台,1981年3月 には600万 台 を突 破 した11)。

ボ ルガ川沿岸 の トリア ッチ市 にあるこの工場 は,ス コー ピン自動車 ユニ ッ ト

工場,ベ レベ イ 「自動車規格部品」工場,ジ ミ トロフグラー ド自動車 ユニ ッ ト

工場 とともに生産合同バ ズを形成 して い る12》。 自動 車生 産合 同 には2つ の タ

イプがあ る。一 つは,合 同に参加 した企業 が企 業 と して の法律 的 な独 立性 を

失 ってい る合 同である。 これ にあて は ま るの は生産 合同 ジル,生 産 合 同 ガズ

等で あ る。 そ して もう一つ のタイプが,合 同の構成に入 った企業が法律 的独 立

8)双ec且 丁鮫」IeT鷺e… 〔4〕,c,1.

9)文 献[30],183頁 。

10)文 献[31],7-8頁 。

11)皿erypoBHAP〔26〕,q106,CoBep田eHcTBoBaH胚e… 〔17〕,c19α

12)自 動 車 工 業 省 管理 下 の生 産 合 同 は,1971年 に は3つ しか な か った が 、1980年 に は21

に増 え て,そ の後 ま た1つ 増 え て22に な って い る(no∬ 旺oB〔11〕,c。39,CoBep一

皿eHcTBOBaHHe… 〔16〕,c.17,)
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性を維持 している合同である。 この生産合同バズはこのタイプに属する。そし

て1976-1980年 においては後者のタイプの合同が増える傾向にある13〕。生産合

同バズは,1975年 現在,約12万 人の従業員を擁 し,約17億 ルーブルの売上高を

有 している14}。

この生産合同の主力工場であるボルガ自動車主場は6つ の生産的下位単位に

分割 されている。それは,治 金作業所,プ レス作業所,機 械 ・組立作業所,総

組立 ・車体作業所,ス タータ・発電機作業所(1975年 現在,建 設中),補 助的

諸職場棟である。〔図1〕 は,こ れらを含むボルガ自動車生産合同の組織図で

ある15〕。,

2賃 金形態での物質的刺激

ボルガ自動車工場では,1970年 の操業開始 と同時に新 しい賃金 システム 「ノ

ルマ化課題の遂行に対する追加給のあるプレミアム付時間給」16)が導入された。

これによれば,労 働者の受取る賃金 は次の3つ の部分に大 きく区分される。(1)

時間給,② ノルマ化課題遂行追加給,(3)労 働必要量引下げプレミァム。従来の

理解でいえば,(1)時 間給は文字どおり時間給形態にあたり,後2者 は出来高給

形態 ということになる171。

さて,① 時間給部分はさらに次の3つ の部分に区分される。{a贋 率に応 じた

支払い(賃 率額),(b職 業的熟練付加給,(c)労 働条件付加給。 まず{a}賃率額 は

ヱ3)no朋KOB〔11〕,α4α

14)CoBepmeHcTBoBa畷e… 〔17〕,c197.な お ボ ル ガ 自動 車 工 場 の1974年 の 年 平 均

工 業 一 生 産 的 従 業 員 数 は,63,823人 で あ る。 た だ しこ の人 数 は,全 従 業 員 か ら非 工

業 的 性 格 の組 織 の 従 業 員(工 場 の 病 院,幼 稚 園,食 堂,教 育 施 設 等 の従 業 員)と 基

本 建 設 に従 事 す る従 業 員 を除 外 した 数 で あ る(参 照:海 道 進r現 代 社 会 主 義 企 業

論 』,有斐 閣,昭 和41年,150,151頁)。'

15)ΦypcoBHハP.〔23〕,c6-7.な おOco6eH貢ocTH… 〔14〕,¢98-99に も ほ ぼ

同 様 な組 織 図 が 示 され て い る。 た だ し部 分 的 に異 な る と ころ もあ る。 例 え ば,各 分

野 担 当理 事 が 総 裁 代 理 にな って い る こ と,商 業 担 当理 事(総 裁 代 理)の もと に輸 送

局 が あ る こと等 。

16)ΦypcoBH双P〔23〕,c96.魑

17)AΦKTOB〔1〕,c21.
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6等 級賃率表に従って決められる。 この賃率表の等級間格差は12%で,第1等

級 と第6等 級の賃率の比率はほぼ1:1.8で ある。ただ し,若 干の職種の補助的

労働者(倉 庫係,貨 物用エレベーター係等)は これより10%だ け低い賃率賃金

が適用 されている18)。(b職業的熟練付加給は,同 一等級内での熟練の差(個 人

間の差や個人の熟練の向上)や 他の職務 ・作業の習得を賃金支払いの上で考慮

するための付加給である。職長が各労働者の熟練度について年1回 査定する。

この付加給の大 きさは,各 々の賃率額の4%,8%な いし12%で ある。4%の

付加給が与えられるのは,例 えば基本的生産労働者が6か 月間にわたってきず

ものをつくらなかった場合である。そしてそれが1.5年 間で8%,3年 間で12

%の 付加給が与えられる。1975年 には6,000人 強の人々が,い ずれかの%の 付

加給を得ている:9)。{c)労働条件付加給は,各 労働者の労働条件(労 働の緊張性

を含む)に 応 じて賃率額20)の4,8,12,17,22,27%の 大きさで支払われる。

従来の賃金制度よりも労働条件の差をより厳密に考慮 している。

次に(2)ノルマ化課題遂行追加給は,(1}時 間給の一定比率という形で算定 され,

作業班 による月間課題遂行度によって左右 される。 この追加給の最大率は,基

本的生産職場の基本的労働者についてみれば,100%の 月間課題遂行に対 して

時間給の40%で ある。そして月間課題遂行が100%以 下の場合 の追加給の大 き

18)ΦypcoB嚴 双P〔23〕・c97・ なお,1979年 の団体協約の中で提示 されている時聞

質率表は次のようである。

7時 間労働日のもとでのボルガ自動車工場の労働者の時間賃率表(コ ペイカ)

等 級
労働者の種類

1 E 田 IV V VI

大部分の労働者 44.7 48.7 53.9 59.6 67.0 76.7

補助的労働者の一部 41.8 45.5 50,355.7 62.7 71.7

(出典:Ko凋 πeKTHBH曲 双oroEopBA3aHa1979ro几ToπbHTT跡,1979,q48 .)

これ に よ れ ば,第1等 級 と第6等 級 の格 差 は1:1.72に な って い る し,一 般 労 働 者

と補 助 的 労 働 者 の一 部 との 格 差 は若 干 縮 少 され て い る(前 者 を100と す る と 後 者 は

93.5%前 後 で あ る)。

19)Oc躍 ロoB〔13〕,c134.

20)こ の賃 率 額 を,職 業 的 熟 練 付 加 給 を 加 え た 賃 率 額 と規 定 して い る文 献 もあ る(0㎝ 一

∬OB〔13〕,C128-129)ひ
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さは次のようである。

96～100%一一一→ 時間給の24～40%

91～95%一 一一→ 〃 の12～20%

81～90%一 → 〃 の1～10%

基本的生産職場の補助的労働者の場合にはその最大率は時間給の30%,そ の他

の補助的労働者の場合は20%で ある21)。そして原則として課題の超過遂行に対

する物質的刺激は行なわれない。また,こ の追加給を実際に個々の労働者に支

給する場合に,職 長はそれを加減する権利を有 している。すなわち,一 貫 して

課題を遂行 しない労働者に対 してこの追加給を50%以 内で削減 しうるし,逆 に

班の課題遂行に対 レて特に貢献 している労働者の追加給をやはり50%以 内で増

額することができる。

最後に③労働必要量引下げプ レミアムは,最 短期間での企画労働必要量の達

成を特に刺激するために設定されたプレミアム(賃 金 フォンドの枠内での)で

ある22)。その具体的額は,企 画労働必要量を1と して、班の月間労働結果にお

ける実際労働必要量指標に応 じて,賃 率額に対する以下のような比率で決めら

れる23)。

実際労働必要量, 1.0-一 → 賃率 額 の20%

1.0-1.1→ 〃 の18%

1」-1.2→ 〃 の16%

1.2-1ド3→ 〃 の14%

1.3-1.4→ 〃

1.4-→ 〃

の12%

の10%24}

21)AΦKToB〔1〕,c.29.To』KaqeBE双P.〔19〕,c29.

22)た だ し1974年 には ほ ぼ 目的 が 達成 され た の で 、 そ の後 労 働 必 要 量 の新 しい 目標値 が

決 定 され 、 それ の達 成 レベ ル に応 じて この プ レ ミ ア ム が 支 払 わ れ る よ う に な っ た

(AΦHTOB〔1〕,c30.)。

23)ΦypcoBx双p.〔23〕,c。101-102.た だ し,労 働 必 要 量 引 下 げ に 関 して 各 計 画月 毎

に承 認 され た 指 標 が 遂 行 さ れ な い場 合 に は,こ の プ レ ミァ ム は支 給 され な い 。

24)ア フ ィー トフに よ れ ば,10%の プ レ ミア ムが 支 給 され る のは 実 際 労 働 必要 量 が1.4-

1.8の 場 合 で あ る と して い る(AΦHTOB〔1〕,c3α)。
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以上 において,ボ ルガ自動車工場の新 しい賃 金 システ ムが解 明 された。最後

'
に,1971年 と1973年 に おける各構 成部分の比率 を示 して お こ う(〔 表1〕)。

〔表1〕1971年,1973年 の賃金構造

1971年 1973年

賃金の時間給部分,%. 65 61

[内訳]賃 率に応じた支払い 59 54.6

職業的熟練付加給 0.8 1.1

労働条件付加給 5.2 5.3

課題遂行追加給,% 16.2 19.8

労働必要量引下げプレミァム,% 6.2 8.8

その他の伝統的支払い(休 暇手当,夜 勤 ・超過勤務手当)% 12.6 10.4

出 典:ΦypcOBHAP〔23〕,c.103.

3経 済的刺激フォン ドの形成 と利用

一般に、ソビエ ト企業において利潤から形成される経済的刺激フォンドには

3つ の基本的種類がある。それは,物 質的報奨フォンド,社 会文化措置 ・住宅

建設フォンド,生 産発展フォンドである。物質的報奨フォンドは,後 で詳 しく

述べるように,従 業員個々人に対するプレミアム等に使われる。社会文化措置 。

住宅建設フォンドは,主 として児童施設,文 化施設,住 宅等の建設や維持のた

めに使われる。生産発展フォンドは,企 業自らの非集中的投資の財源として自

らの設備の更新等に使われる。 これらの物質的刺激フォンドへの控除額の決定

は次のような過程を経 る。まず経営全般にわたる5か 年計画の作成段階で5か

年の各年度におけるフォンド額がいわば第1次 計画額 として決められる。その

後,当 該年度の年度経営計画の数値(諸 般の事情で5か 年計画作成段階での数

値が修正されることが多い)が 決められると,そ れに応 じて物質的刺激フォ・ン

下の第1次 計画額が修正される(第2次 計画額の決定)。 さらに,当 該年度 の

活動実績が判明すると,そ れに応 じてこのフォンドへの実際控除額が算定され

1る。そこで以下で,ボ ルガ自動車工場の1975年 度のフォンド計画額の決定状況,

1974年 の実際控除額の決定状況を検討 しよう。
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3.1フ ォ ン ド計 画 額 の算 定25}

まず,物 質的報奨 フォ ン ドの第1次 計画額か らみて いこ う。〔表2〕 は,ボ

ルガ自動車工場の1975年 の経済的刺激 フォ ン ドの計画数値の計算デ ータであ る
。

〔表2〕 経済的刺激フォンドの計算(1975年 の計画値)

1975年

指 標
1971年 の

計画数値 5か年計
画数値

修正年度
計画数値 背 離

(1)1967年7月1日 の企業卸売価格での商
晶生産物高 千ルーブル

499615 1929500 1490600 一438900

(1}a1971年 計 画に対する比率% ヱ00.0 386.2 298.3 一87
.9

② 利潤額(5か 年計画と比較 しうる価格
及び条件で)千 ルーブル 159640 594152 175030 一419122

(2)a1971年 計画に対する比率% 100.0 372.2 110.2 一262
.0

(3)自 動車生産台数 台 160000 635000 635000 0

(3)a生 産台数増大% 100.0 396.9 396.9 0

(4)企 画原価習得係数増大% 152.9 147.0 143.5 一3 .5

⑤1従 業員当りの労働生産性 台/人 4.4 9.12 8.9 一〇
.22

(5)a1971年 計画に対する比率% 100.0 207.3 202.3 一5 .0

〔6)基 本 フォンドの完全な補填用減価償却控除 千
ルーブル

一 64372 64343 一29
.0

(7)賃 金 フ ォ ン ド 干 ル ー ブ ル 75449 一 一 一
一

18)物 質的報奨フォンド 千ルーブル 8613 14204 n884 一2320

[背離 による変動の内訳]

自動車生産台数増大から 千ルーブル 一 } 一 0

企画原価習得係数増大から 千ルーブル 一 一 一 一1188

労働生産性向上から 千ルーブル 一 一 一 一1132

⑨ 社会文化措置 ・住宅建設フォンド

千ルーブル
一 4687 3922 一765

α⑦ 生産発展フォン ド[計]干 ルーブル 一 38479 28661 一9818

[内訳]利 潤から 一 13903 4096 一9807

減価償却から 山 24526 24515 一11

不必要財産の販売から 一 50 50 0

出 典:ΦypcOB頁Aμ 〔23〕,c106-107.

25)本 節 は,ΦypcoBK双p.〔23〕,c105-108,を 参 照 した 。 そ の際,表 の数 値 に お い

て 計 算 ミス と思 わ れ る所 は補 正 した 。
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〔表3〕 経済的刺激フォンドへの控除数値

1.物 質 的報奨フォンド(FMP),1971年 の計画での賃金 フォンドに対

する%

(1)5か 年計画課題 との比較での,年 度計画における自動車生産増大
テンポの背離の各%に 対 して

②5か 年計画課題 との比較での,年 度計画における企画原価習得テ
ンポの背離の各%に 対して

㈲5か 年計画課題との比較での,労 働生産性向上テンポの増大(低 下)
の各ポイントに対 して

2.社 会文化措置 ・住宅建設フォンド(FSKM),FMPに 対する%

3.生 産発展フォンド(FRP)

(1)利 潤 に対する%

② 基本フォンドの完全な補填のための減価償却額に対する%

0.161

0.45

0.3

33

2.34

38.1

出典=ΦypcOBK双 μ 〔23〕,q10α

1975年 の物質的報奨フォン ドの第1次 計画額(5か 年計画数値)は,〔 表2〕

の(8)の第2項 の数値,14,204千 ルーブルである。 この額は,前 述のように1971-

1975年の5か 年計画の作成段階で決定される。また社会文化措置 ・住宅建設フォ

ンドの第1次 計画額は,〔表2〕 の(9)の第2項 すなわち4,687千 ルー ブルであ

る。これは物質的報奨フォンド額の33%に あたる(〔表3〕 参照)。 生産発展

フォンドは利潤か らだけでなく,減 価償却控除および不必要財産の販売からも

形成される。まず利潤から形成 される第1次 計画額は,13,903千 ルーブルであ

り,そ れは計画利潤額の2.34%で ある。また減価償却控除か らの控除額 は,24,

526千 ルーブルであり,そ れは,基 本フォンドの完全な補墳用減価償却控除の

38.1%で ある(〔表3〕 参照)。 それに不必要財産の販売か らの繰入れ予定額,

50千ルーブルを加えた額,38,479千 ルーブルがこのフォンドの第1次 計画額に

なる。

次に,第2次 計画額(修 正年度計画数値)に ついてみてみよう。まず物質的

報奨フォンドは,自 動車生産台数,企 画原価習得係数,労 働生産性向上という

3つ の指標の5か 年計画数値と修正年度計画数値 との差つまり背離の程度に,

〔表3〕 の数値を乗 じて決められる。具体的にみると,ま ず自動車生産台数増'

大率(〔 表2〕 の(3)a)に ついては背離は0だ からフォン ド計画値 に影響を与

えない。次に企画原価習得係数増大(〔 表2〕 の(4))に ついては背離が一3.5で
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あ るか ら・7オ ン ド計画額の変動 は,1971年 の 計画賃金 フォンF額 に 〔表3〕

の数値0.45と 背 離の数値一3.5を 乗 じて算定 され る。

75449×0.45×(-3.5)÷100=-1188(千 ル ー ブ ル)虚

また労働生産性向上指標の背離 は一〇.22(比 率 では一5.0%)で あ るか ら,フ ォ

ン ド計画額 の変動計算 は次の ようにな る。

75449×0.3×(-510)÷100竃 一1132(千 ル ー ブ ル)

従 って フォン ド計算額 の変動 の合計 は,-2,320千 ル ー ブル とな り,物 質的報奨

フ ォン ドの第2次 計画値(修 正年度計画数値)は,11,884千 ル ー ブル とな る。

要 す るに,1975年 度 について,5か 年 計画数値 よりレベルの低 い年度 計画 を作

成 したので(た だ し自動車生産 台数指標 にっ いて は レベル を低めなか った),

物 質 的報奨 フ ォン ドの計画額 もそれだ け削減 され たことにな る。

社会 文化措置 ・住宅建設 フ ォジ ドの第2次 計画値 は,物 質的報奨 フォン ドの

変動 に連動 して決定 され る。 つま り前者 のフ ォン ド額 は後者の フ ォン ド額の33

%と 決 め られて いる(〔 表3〕 参 照)。 生産発 展 フ ォ ン ドの第2次 計 画値 は,

第1次 計画値 の計算手順 と同 じ手順 で次 のよ うに計算 され る。ただ し,利 潤額

お よび減価償却控 除の計画数値 が変更 されてい るので このフォン ドの計画値 も

変わ って くる。

175030×2.34÷100=4096

64343×38.1÷100==24515

4096+24515+50=28661(千 ル ー ブル)

生 産発展 フォン ドの計画値 も,利 潤計画が大 きく下方修正 されたので(第1次

計画額のほぼ3割 に減額 され たが この原因は不明),か な り削減 され た(38,479

千 ル ーブルか ら28,661千 ル ー ブルに)。

以上が,ボ ル ガ自動車工場の1975年 度 の物質 的刺激 フ ォン ドの計画修正状況

であ る。要す るに,こ の工場で は1971-1975年 の5か 年 計画作成時に予定 され

た1975年 度 の数値 と比較 して,1975年 度 の年度計画作成時 に決め られた数値が,

利 潤額,'原 価,労 働生産性(特 に従業員数)の 各指標 にっ いて レベルダ ウンし

たので,経 済的刺激 フォ ン ド計画額 も減額修正 されたのであ る。
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ところで,当 該年度が経過 し,計 画諸指標の実績値が判明すると,経 済的刺

激 フォンドの実際額がそれに応 じて算定 される。次にそれをみてみよう。

3.2活 動実 績 に応 じた修 正26〕

企業の活動実績に応 じて経済的刺激 フォンド額の修正つまりフォンド実際額

の算定が一般に行なわれるが,こ れについて1974年 のボルガ自動車工場の状況

を検討 しよう27,。〔表4〕 の基礎的データからわかるように,ボ ルガ自動車工

場は1974年 には,利 潤計画,収 益性計画を超過遂行 した。しかも,基 本生産 フォ

ンド,流 動手段 も計画よりは少ない額ですますことができた。また 〔表5〕 か

らもわかるように自動車生産台数,企 画原価習得係数,労 働生産性の各指標 も

〔表4〕1974年 の経済的刺激フォンド実際額計算のための基礎データ(千 ルーブル)

1974年

計 画 報 告

1.バ ラ ンス利 潤 161256 170572

2.基 本生産フォンドの平均価値 1411308 1404083

3.流 動手段平均残高 282234 274728

4.総 収益性計算のための生産 フォンド合計平均価値 1693542 1678811

5.総 収 益 性(1行/4行 ×100),% 9.52 10.16

6.銀 行信用利子 706 568

7.生 産 フ ォ ン ド支 払 い 80120 81855

8.特 定使途を有する利潤 0 224

9.計 算利潤=工 場の処理下に残 った利潤

(1行 一6行 一7行 一8行)
80430 87925

10.生 産発展 フォンド計算の基礎になる利潤(1行 一8行) 161256 170348

11.計 算収益性の決定のための基本生産 フォンド平均価値 1145344 1159625

12.未 完成設備の計画超過在高の平均価値 一 14810

13.計 算収益性の決定のための生産フォンド合計額
(3行+11行+12行)

1427578 1449163
「

14.計 算収 益性(9行/13行 ×100),% 5.63 6.07

出 典:ΦypcoBH1Φ.〔23〕,c.109.

26)本 節 は,ΦypcoB嚴 江p,〔23〕,c.108-112,を 参 照 した。 そ の 際 や は り,表 の 数 値

にお いて 計 算 ミス と思 わ れ る所 は 補 正 した 。

27)本 来 な らば,1975年 の 状 況 を 分析 す るべ き で あ るが デ ー タ が入 手 で き なか っ た。
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〔表5〕1974年 のフォンド修正指標値

1974年

指 標
測定
単位
'計

画 報 告
背離の%

ω 自動車生産台数

② 企画原価習得係数

③ 従業員1人 当り自動車生産台数

千台

%

台

486

92.61

7.62

493.3

92.68

7.73

+1 .5

+0 ,076

+1.44

出典=ΦypcOBH双p.`23〕,(』11α

〔表6〕 計画と実績に差異がある場合の控除数値

差異の各%に ついて

経 済 的 刺 激 フ オ ン ド 超過遂行 計画不遂行
(+) (一)

(1)物 質 的報奨 フォンド,1971年 の賃金 フォンドに対する%

① 自動車生産台数に応じて 0,113 ,0,209

② 企画原価習得係数に応じて 0,315 0,585

③ 労働生産性に応じて 0.21 0.39

② 社会文化措置 ・住宅建設フずンド,

物質的報奨 フォンドに対する% (33)

㈲ 生産発展 フォンド,利 潤に対する% (2.34)

出 典:ΦypcoB躍 八p.〔23〕,c.109.

超過遂行 された。つ ま り1974年 は上首尾 な活動結果であ った とみな しラる28}。

さて経済的刺激 フォン ド実 際額 の算 定は,〔 表5〕 およ び 〔表6〕 の デー タ

に基 いて行なわれ その結果が 〔表7〕 で示 される。 まず 自動車生産台数指標の

計画 と実績の背離 は1.5%で あ る。 つ ま り1.5%の 超 過 遂 行で あ る。 この ため

に物質的報奨 フオ ン ド計画額(11,877千 ル ー ブル)に 加算 され る額 の計算 は次

のよ うで あ る。 ただ し,1971年 の 賃金 フォン ドは表には出ていないが,75,979

千 ル ーブルである29㌔'

28)1973年,1974年 の 秀 れ た 活動 実 績 の た め に,ボ ル ガ 自動 車 工 場 は社 会 主 義 競 争 にお

い て 共 産 党 中 央 委 員 会,ソ 連 邦 閣 僚 会 議 等 に よ っ て1等 賞 と優 勝 旗 を 与 え ら れ た

(CoBep皿e肥TBoBa田e… 〔17〕,019〔DD㌧

29)ΦypcoBH双p.〔23〕,c.111.な お,こ の数 値 は 〔表2〕 の 中 の,1971年 の 計 画賃

金 フ ォ ン ドの数 値 と異 な って い る。 お そ ら く,こ の数 値 は1971年 の実 際 賃 金 フ ォ ン

ド額 で あ ろ う。
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〔表7〕 経済的刺激フォンドへの控除計算(千 ルーブル)

指 標
物質的報奨
フオンド

社会文化措置
・住宅建

設フオンド

生産発展
フオンド

(1)利 潤か らの控除計画額(1974年) 11877 3913 3773

② 指標の計画実績差異による控除額の修正

① 自動車生産台数に応じて +128 一 一

② 企画原価習得係数に応じて 0 一 一

'③ 労働生産性に応じて +229 一 一

㈲ 品目別生産計画不遂行による控除額の引下げ
一16 一 一

㈲ フォンド額の変動総額(② 行+③ 行)
+341 113 213

⑤ 修正控除総額((1}行+(41行) 12218 4026 3986

(6)5か 年計画における1974年 度控除予定額 12938 4270 9646

{7)予 備 フォン ドへの控除額 1900 803 500

⑧1973年 の報告での刺激フォツ ド控除実績 8865 2921 3806

⑨ 減価償却控除額からの控除計画額
一 一 23726

⑨a減 価償却控除額からの控除実際額
一 一 21658

⑩ 不必要財産の販売からの控除計画額
一 一 55

0①a不 必要財産の販売からの控除実際額
一 } 770

qD生 産発展フォンドの合計実際額
一 一 25914

出典:ΦypoOBH双p,〔23〕,α110,112

1.5×0.113=0.169

75979×0.169÷100二128ズ 千 ル ー プル)

企 画原価 習得係数 につ いてみ ると・ こρ)指標 の計画 と実績 の差 は0・076%で あ

り,こ れ は非常 に小 さい値 であ る故,こ の ことによる追加的控 除 は行なわれな

か った。従 業員1人 当 りの 自動車生産台数す なわ ち労働生産性 指標 につ いてみ

ると,1.44%の 超 過遂 行である。従 って これ による追 加控 除の計算 は次 のよ う

になる30㌔

1.44×0.21=0.302

75979×0.302÷100=229(千 ル ー ブ ル)

30)シ ェルバコフによれば,こ のような計画諸指標の超過遂行によるフォンドへの超過

控除が完全に実施されるためには、利潤計画と最重要品目計画が完遂され、労働生

産性向上 と平均賃金 向上との間の適切な関係が守られていることが必要である

(Opra繊3照 ・曲H… 〔12〕,q鋤 。
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た だ し,〔 衷7〕 で示 されて いるよ うに,品 目別生産計画 が完 全 に は遂 行 され

なか ったので,16千 ル ー ブルだけ削減 される。(た だ しその 計算式 は不 明)

社 会文化措置 。住宅建設フ ォン ドへ の追加控除額 は,物 質的報奨 フォン ドへ

の追 加控 除額 の33彩 で あ るか ら(〔 表6〕 参照),そ の 額 は,341×0.33嘉113

(千 ル ーブル),と な る。 また生産 発 展 フ ォン ドへの利 潤 か らの控除額 は,

〔表6〕,〔 表4〕 に したが って次のよ うにな る。

170348x2.34÷100=3,986(千 ル ー ブル)

なお,こ の控 除額 の計画額 の計算は次のよ うになる。

161256x2.34÷100=3,773(千 ル ー ブ ル)

したが って,213千 ル ーブル だけ計画額 よ り増加 したことにな る。 そ して,そ

の他の財源か らの控除額を加 え ると,25,914千 ル ーブルが,1974年 の 生産発展

フ ォン ド合計実際額(予 備 フォン ドへ控 除すべき額500千 ル ー ブル を含 む)と

な る31㌔

以 上 の結果,こ の工場の工974年 にお ける物 質的刺激 フ ォン ドへ の控除 は,物

質的報奨 フォ ン ドが12,218千 ル ー ブル,社 会文 化措置 ・住 宅建 設 フ ォ ン ドが

4,026千 ル ーブル,利 潤 か らの生 産発 展 フォ ン ドへ の控 除額 が3,986千 ル ーブ

ル とな る。 これ らは全て計画額 を超過 してお り,前 年 の1973年 の実績 と比較 し

て もそれを上回 って いる。

3.3物 質的 報奨 フ ォン ドの利 用32)

これまでの説明によって,1974-1975年 のボルガ自動車工場において経済的

刺激 フォンドがどのような手続きで,ど の程度,形 成されたかが明らかにされ

た。そこで次に,特 に物質的報奨 フォンドがどのように利用つまり配分された

かを検討 しよう。そこでまずそれの使途をこの工場の,1975年 および1979年 の

31)な お,減 価償却控除額から生産発展フォンドへの控除実際額が計画額より少なくなっ

た主な原因は、自動車工業部門全体の必要性のために自動車工業省が上納させたこ

とにある(ΦypcOB臓 皿p〔23〕,c.112>。

32)本 節 は、ΦyPcoBH江P・ 〔23〕・q112-12軌 を参照 した。なお,表 等の数値kお い

て単純な計算 ミスと思われる部分は補正 した。
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〔表8〕 物質的報奨フォンドの主要使途(1975年,1979年 の計画)

主 要 使 途 1975年,% 1979年,%

① 労働者,技 師 ・技術者,職 員の当座プレミアム 49 43.9

② 特 に重要な課題の遂行に対するプレミアム 7.3 3.8

③ 工 場内社会主義競争の勝者に対するプレミアム 3.7 5.0

④ 物質的援助 2.0 2.0

⑤ 年間活動結果に応じた報酬 38.0 38.2

⑥ 休 暇手当 、 一 7.1

〔合 計〕 100.0 100.0

出 典,1975年 分=ΦypcoBK双 μ 〔23〕,c115.

1979年 分;Ko朋eKTHBHu益AoroBopBA3aHa1979ro几To茄 珊TH,1979,こ60磁

な お,1974年 実 績 も,1975年 計 画 と ほぼ 同 じ比 率 で あ る(P曲CHH〔3〕,q93.)

計画 レベルの数値に基いて概括的にみてみよう(〔表8〕 参照)。 〔表8〕 の①

労働者,技 師 ・技術者,職 員の当座プレミァムは,経 営計画の主要指標の良好

な遂行の際に支払われる。そ して,こ のプレミアム部分と⑤年間活動結果に応

じた報酬いわゆる 「第13か 月目の賃金」が比較的大きな比率を占めている。ま

た,年 間活動結果に応 じた報酬以外の部分はまず工場内の下位単位 に配分 され

て,そ の後各個人に支給される。以下で各使途にっいてみてみよう。

3.3.1技 師 ・技術者,職 員の当座プ レミアム

労働者 とは異なり,技 術 ・技術者,職 員には賃金フオンドからのプレミアム

は支払われない。 この形態でのプレミアムが主なものとなっている。このプレ

ミアムはまず各下位単位ないしグループごとに配分されるので,以 下でそれに

ついてみてみよう。

(1)総括管理部の管理者グループ(総 栽,総 裁代理,理 事,各 作業所長,主 要

管理局長)

この トップマネージメン トグループに対する毎月のプレミアム支払いのため

の条件は,工 場全体の次のような計画が完遂 されることである。生産物実現計

画,品 目計画,原 価計画(〔表9〕 参照)。 そして,こ れが遂行 されていれば,

最大限で職務俸給の30%の 額のプ レミアムが支払われる。その際,次 の指標が

不遂行の場合には,各 々について職務俸給の10%だ けプレミアムが削減される。
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利潤指標,協 業企業に納入する生産物の品目指標,企 画労働必要量習得グラフ。

したがってこれら3つ の指漂が全てネ遂行であれば,プ レミアムは支払われな

い。換言すれば,職 務俸給の30%の プレミァムは,こ れ ら6つ の指標すべてを'

遂行 した時に支払われる。

② ミドルマネージメントレベルのライン管理者層(生 産担当作業所長代理か

ら職場長,そ の代理,技 術補佐まで)

これらの管理者に対 して,毎 月,俸 給の40%が プレミアムとして支給される。

ただしこの場合にもプレミアム削減指標が設定 されている。例えば,総 組立 ・

車体作業所のライン管理者に対するプレミアムの支払いの義務的条件 は,次 の

4つ の指標の遂行である(〔表10〕 参照)。 自動車生産計画,ス ペワ〉パー ッお

よび協業企業への納入品に関する計画,原 価計画,企 画労働必要量習得計画。

ただ し,次 の指標が不遂行の場合にはプレミアムが各々俸給の5な いし10%削

減される。

〔表9〕 プレミアム支払い条件及び削減指標(総 括管理部の管理者層)

支払い率, 削減率,

プレミアム支払い条件 俸給に対 プレミアム削減指標(不 遂行の際) 俸給に対
する% する%

① 生産物実現計画 ① 利潤指標 10

② 品目計画 30 ② 協業企業への納入品目指標 10

③ 原価計画 ③ 企画労働必要量習得グラフ 10

出典=ΦypcoBHAp.〔23〕,¢115。

〔表10〕 プ レ ミア ム 支 払 い条 件 及 び削 減指 標(ミ ドル レベル の ライ ン管 理 者 層)

支払い率, 削 減率,

プレミアム支払い条件 俸給に対 プレミアム削減指標(不 遂行の際) 俸給に対
する% する%

〔総組立 ・車体作業所の管理 ① 詳細な品目計画 10

者 たちに対 して〕
② 生産物品質ノルマチーフ 10

① 自動車生産計画

② スペァパーッ,協 業企業 40
③ 主組立コンベァの停止ノル
マチーフ 5

への納入品に関する計画
④ 管理費 リミット 5

③ 原価計画 ⑤ 労働生産性課題 10
④ 企画労働必要量習得計画

出典 二ΦypcoBH双P.〔23〕,c,115-11a
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。詳細な品目計画の不遂行一一俸給の10%

・生産物品質ノルマチーフの不遂行一一10%

・主組立 コンベアの停止ノルマチーフの超過一一5%

・管理費 リミットの超過一一5%

・労働生産性課題の不遂行一一10%

したがって,合 計9つ の指標全てを遂行 した場合に,職 務俸給の40%(ト ップ

マネージメントの場合より10%だ け多い)の 大きさのプレミアムが支払われる。

③全工場レベルおよび作業所レベルの職能的管理部門(管 理局,部,ビ ュロー

等)の 構成員。、

〔表11〕 から明らかなように,職 能的管理部門の働き手は,ま ず,生 産合

同バズの総括管理部(こ れはボルガ自動車工場の管理部で もあ る)な い し各

〔表11〕プレミアム支払い条件及び削減指標(職 能的管理部門の構成員)

支払い率, 削減率,

プレミアム支払い条件 俸給に対 プレミァム削減指標(不 遂行の際) 俸給に対

する% する%

〔総括管理部の中央設計局〕 ④ 試験 ・設計の特定テーマ計画 5

生産合同の総括管理部のプレ
ミアム支払い規定と同じ 30

② 自動車の品質.信頼性の向上,
材料必要量引下げに関する組 5

織 ・技術計画

③ 支出予算 5

〔総括管理部の関連作業所局〕 ① 主 コンベア停止ノルマチーフ 5

生産合同の総括管理部のプレ
ミアム支払い規定と同じ 30 ② 輸送費予算

③ 補充品に関する流動手段ノル
マチーフ

5

5

〔総括管理部の財務局〕 ⑨ 流動手段ノルマチーフ 5

生産合同の総括管理部のプレ
ミアム支払い規定と同じ 30 ② 蓄積計画

③ 労働者 ・職員への適時な賃金
支払い

5

5

〔作業所の設備修理分析 ・計
画化部〕

① スペァパーッ確保計画(所 定
ノルマチーフの範囲内で) 10

作業所の管理者層のプレミア
ム支払い規定と同じ 40 ② 生産工程設備の維持 ・修理費

予算 5

③ 修理による設備停止ノルマチ
ーフ 5

、

出典=ΦypoOBH八p〔23〕,c.116.

ΦypcOB〔22〕,c105.
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〔表12〕 補助的諸職場棟の職能的部門のプレミアム削減指標

101

職能部門 プ レミアム削減指標(不 遂行の際) 削減率,
俸給の%

企画 ・技術
工程部

(1}現 在 の生産に関する企画上の支出の引下げ

(2)新 しい種類の生産物生産の習得のための支出

〔3)現在 の生産,新 規の生産に関する生産準備グラフ

5

5

10

生産手段効
率分析部

α}企 画上の技術工程,設 備生産性からの逸脱か ら生 じる支出
の引下げ

(2}現 在の生産に関する装具のための支出

(3)生 産習得,立 ち上が り調整活動のグラフ

5

5

10

設備修理の
分析・計画
化部

(D設 備 の維持 。運転費予算

(2)破 損修理費の比率の引下げ

(3)ス ペ ァパーッ保証計画(所 定の流動手段ノルマチーフの範
囲内で)

5

5

10

用具利用分
析部

(1)現 行の生産,新 規の生産に関する用具費

(21用 具保証計画(所 定の流動手段ノルマチーフの範囲内で)

③ 新規の生産習得グラフ

5

10

5

材料補給 ・
使用分析部

〔1)(基本的,補 助的)材 料,エ ネルギーの支出

② 定め られた地点への材料補給計画(所 定の流動手段ノルマ
チーフの範囲内で)

③ 新種製品生産の準備,習 得のグラフ

10

5

5

装具(用具)
設計部

(D新 種生産物生産の習得のための支出

② 現行の生産に関する装具・用具の支出の引下げ

(3)新規の生産の準備,習 得グラフ

5

5

10

生産計画化
・資材補給
部

(D購 入補充品(材 料)の ための支出

{2}材 料,補 充品,半 製晶の補給計画(所 定の流動手段ノルマ
チーフの範囲内で)

(3}材 料,補 充品の不足のための職場停止ノルマチーフ

5

10

10

品質統制部

(1)他 の作業所1(組 織〉によって提示された傷物による損失

② 工場に提示されたクレーム数

(3)生 産物品質ノルマチーフ

5

5

10

計画 ・経済部
(1)生 産物の計画原価の引下げ

② 管理費

③ 計画伝達グラフ,報 告提出グラフ

10

5

5

経理部

(1)工 場共通費,職 場共通費の予算

② 経理部に起因する所定賃金フガン ドリミットの逸脱

(3)非 生産的支出,損 失の削減

5

5

10

労働組織 ・
賃金部

(1}生 産物の労働必要量の引下げ ・

② 労働生産性

(3}1機 械セ ット当りの補助的労働の必要量の引下げ

5

10

5

出 典:ΦypcOB疏 πp.〔23〕,c72-7a
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作業所の管理者層 と同 じ仕方で俸給の30%な い し40%の プレミァムが支払わ

れるが,そ の際プレミアム削減指標が設定 されている。 そしてその指標 とし

て,各 々の職能的管理部門に固有な活動指標が採用されている。そして活動状

況が劣悪でそれらの固有指標が遂行 されなかった時にはプレミァム予定額(俸

給の30%な いし40%)の 半分が削減 されるようになっている。つまり,プ レミ

アムの最大限の半分は,直 接にそれ自身の活動結果によって影響 を受けること

になる。なお,参 考までに補助的諸職場コンプレックスの職能的管理部門のプ

レミァム削減指標を 〔表12〕 において提示 しておこう。

このようにして職能的管理部門の働 き手たちのプレミアムが算定されるが,

その後具体的に各個人に支給される際に各個人の労働の量 と質,個 人的貢献度 「

等に応 じて格差付けられる。すなわち,

①遂行 された労働の量

②義務的労働、期限付労働の遂行

③遂行 された労働の質

④労働時閤利用効率

⑤生産的,創 造的積極性

⑥労働の緊張性

について点数で評価 され,予 定 された額の±25%以 内でプレミァム額が増減 さ

れるのである。〔表13〕 では,ボ ルガ自動車工場の機械 ・組立作業所の設計部

において,1975年1月 に行なわれたプレミアム増減の事例が示されている。そ

れによれば,こ の月の各働 き手の労働が点数評価され,そ の評価の程度すなわ

ち労働結果係数が1よ り大の人(7人)の プレミァム額が増加され,逆 に1未

満の人(6人)は プレミアム額が削減 される。 この係数に各個人の職務俸給を

乗 じることによって修正職務俸給が算定されう。これに,そ の集団の活動結果

等に応 じて算定された予定プレミァム率を乗 じることによって各個人の実際プ

レミァム額が算出される。このような個人別労働評価制度によって,こ の事例

ではNα10の設計技師が最大の増加例で,18%プ レミァムが増え,最 大の削減例

としてはNα3の 設計技師が11%だ けプレミアムを削減された。
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〔表13〕 機械・組立作業所の設計部の1975年1月 の個人別労働評価によるプレミアム修正
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15

15

15

15

15

15

15

15

10

10

10

a

40

28

20

21

19

34

29

31

22

33

34

20

22

16

30

30

30

務職

長

任

蕪

灘繍
難

欝
糠

設

設

設

設

設

設

設

設

設

設

設

設

設

設

設

製

書

書

人
ン
一個ナバ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

〔注〕a遂 行された労働の量
b義 務的 ,期 限付労働の遂行
c遂 行された労働の質

d労 働時間利用効率

e生 産的,創 造的積極性
f労 働の緊張性

出典=ΦypcoBHAp〔23〕,c.120.

(4職場内ライン管理者層(職 区長,職 長等)

この層の管理者に対する工業企業の伝統的なプレミアム支払い方式では,彼

らが所属する職場ないし棟の生産活動の全般的成果に応 じてプレミァムを支給

している。その際,通 常,職 区,組 ないし班の活動結果が明確にされず,し た

が ってそれが評価されず,プ レミアム支払いの格差付けに結びっかない。 ここ

で検討するプレミアム支払い方式(1974年 にボルガ自動車工場に導入され た)

は,こ の点を改善 している。例としてとりあげるのは,こ の工場の治金作業所
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の鍛造職場(第1鍛 造職場 と第2鍛 造職場がある)で ある。 この2つ の鍛造職

場は,合 計6つ の生産職区から成る(第1職 場が2っ,第2職 場が4っ の職区

を持つ)。 そしてそれ らの各々にプレミアム支払い条件,プ レ ミアム削減指標

が設定されている(〔表14〕 参照)。 プレミァム支払い条件 としては,各 々所

属する職場全体の管理者と同じプレミアム支給規定が適用されている。例 えば

第1職 場の管理者へのプレミアム支払い条件は,こ の職場が全体として次のよ

うな指標を遂行することである。

・倉庫への打抜素型材引渡 し計画(量 ,品 目)

・スペアパーツ引渡 し計画 「

・生産物原価計画

・生産物品質ノルマチーフ

・労働生産性向上 と平均賃金向上 との間の正常な相関

・計画的設備停止の厳守

レたがって,こ れらの指標の1っ で も不遂行の場合には,こ の職場のすべての

管理者(職 場長,職 区長,職 長等)に 対 してプレミァムが支払われない。さち

に,こ の条件が遂行されても前述のように職場全体の管理者(職 場長等)に 対

して,職 場全体の活動結果に関する若干のプレミアム削減指標が設定されてい

る。例えば,労 働必要量指標の不遂行の場合には,職 務俸給の10%だ けプレミ

アムが削減される。職区長や職長に対 しても同じ規定が適用されるが,こ の場

合は削減率は%に つまり職務俸給の5%に 設定 されている。他方,各 職区ごと

に固有なプレミアム削減指標が決め られている(〔表14〕 参照)。 そ してそれ

は各々5種 類の指標か らなり,削 減率は3～5%で,合 計20%に なっている。

つまり,プ レミアムが削減 される場合に,職 場全体に関する活動諸指標の作用

と各職区自体の活動諸指標の作用が%ず つになるように設定されている。前者

によって最大で職務俸給の20%が 削減され,後 者によっても最大で職務俸給の

20%が 削減されるのである。このように,職 区長や班長へのプレミアム支払い

において彼 らの管理活動の直接的結果(各 職区の活動業績)が プレミァム額に

反映されるようになったのである。その意味で,物 質的刺激システムがより精



・ソビエ ト自動車企業の賃金とプレミアム105

〔表14〕 治金作業所の鍛造諸職場の職場内管理者のプレミアム支払い規定

職場内下
位単位

プ レミア
ム支払い

条件

最大支払
い率,俸
給の%

各職区(班)の プレミアム削減指標(不 遂行の場合) 削減
率

素型材職
区(第 ユ
職場)'

第1職 場
の管理者
のプ レミ
アム支給

規定 と同
じ

40

(D打 抜職区に素型材を保証すること(量,品 目)

② 労働生産性

(3)実 質労働必要量

(4}ノ ル マとみなされる課題の遂行

⑤ 生産物品質 ノルマチーフ

5

4

3

3

5

クランク

熱間打抜
プレス職
区(第1

職場)

4

同 上 40

(1)打抜素型材の量,品 目に関する計画

② 労働生産性

⑧ 実質労働必要量

㈲ ノルマとみなされる課題の遂行

⑤ 生産物晶質ノルマチーフ

5

4

3

3

5

自動鍛造
機・水平
鍛造機職
区(第2
職場)

第2職 場
の管理者
のプ レミ

アム支給
規定と同
じ

40

α)打抜素型材の量,品 目に関する生産 ・引渡 し

計画

② 労働生産性

(3)実 質労働必要量

㈲ ノルマとみなされる課題の遂行

⑤ 生産物品質ノルマチーフ

5

4

3

3

5

専門機械職
区(第
2職場)

同 上 40

α}打 抜素型材の量,品 目に関する引渡し計画

② 労働生産性

③ 実質労働必要量

(4}ノ ルマとみなされる課題の遂行

〔5)生産物品質ノルマチーフ

5

4

3

3

5

熱処理 ・
バネ生産

職区(第
2職 場)

同 上 40

」

(D打 抜素型材,バ ネの量,品 目に関する引渡し
計画(倉 庫への)

② 労働生産性

③ 実質労働必要量

(4}ノ ル マとみなされる課題の遂行

⑤ 生産物品質ノルマチーフ

5

4

3

3

5

ば り取 り
・型付職

区(第2
職場)

同 上 40

(1)打 抜素型材の量,品 目に関する引渡 し計画

(倉庫への)

② 労働生産性

㈲ 実質労働必要量

㈲ ノルマとみなされる課題の遂行

(5)生 産物品質ノルマチーフ

5

4

3

3

5

出典;如ypcOBKπp.〔23〕,q122
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緻化,合 理化 されたと考えられる。

3.3.2そ の 他の プ レ ミア ム

(1)年間活動結果に応じた報酬

物質的報奨フォンドのこの部分は全体の4割 弱を占めているが,前 述のよう

に工場内の各下位単位に,そ の活動実績に応 じて配分されるのではなく,直 接

に各個人に配分される。その配分の方式は,各 個人の月平均賃金に一定率を乗

じるという方式である。その際この山定率は勤続年数に応 じて次のように設定

されている。1年 未満一 〇%,1年 一30%,2年 一40%,3年 一50%,4年 一

60%,5年 以上一70%。

なお,年 間を通じて良好な活動成績を示 した人々には一定の上積みが行なわれ,

逆に継続 して作業ノルマ,計 画課題を遂行 しなった人々や労働において怠慢,

労働規律違反,規 則違反を犯 した人々は,報 酬額が削減 されたり全く支払われ

ないことがある。

(2)工場内社会主義競争の勝者に対するプレミアム

この工場では,多 様な形で社会主義競争が展開されており,そ れの勝者=成

績優秀者(集 団)を 報奨するために このプレミアムが支払われる。すなわち,

職場間競争,職 能的管理部門間の競争の勝者=集 団に対 して毎月,賞 状,優 勝

旗以外にプレミアムが支給される。同様に生産班間競争も展開されている。そ

の競争において一定の基準にしたがって,作 業所 レベルは毎月,工 場全体 レベ

ルでは4半 期ごとに勝利者班が決定され,報 奨される。また個人間競争におい

ては,各 職種ごとに 「優秀労働者」称号(例 えば 「優秀組立工」,「優秀熔接工」,

「優秀研磨工」等の称号)を めざした競争が行なわれている。そしてその勝者

に対するプ レミアムとして100人 に100ル ーブルのプ レミアムが設定されてい

る。その他,特 に青年従業員を対象 とした社会主義競争 も組織されている。

③特に重要な課題の遂行に対するプレミアム

このプレミァムは,特 に重要なものと認められた課題を遂行 した働 き手特に

主として労働者に支給される。ただ しこのプレミアムの上限が決められている。
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〔表15〕1979年 の物質的報奨フォンド予算(一 部)

'107

(千ル ーブル)

下位単位 、

社会主義競争の勝
者への物質的報奨

特に重要な課題の遂行
に対するプレミアム 物質的援助

治 金 75 25 30

プ レ ス 67 30 26

機 械 ・ 組 立 143 45 50

総 組 立 ・ 車 体 250 115 85

補 助 的 諸 職 場 棟 80 20 30

発 電 機 ・ス ター タ工 場 31 ・20 16

中 央 エ ネル ギー技 師局 35 12 13

生 産 管 理 局 25 16 7

スペアパーツ補給 ・配分局 一 6 3

「バ ズ技 術 サー ビス」局 111 4 45

輸 送 局 27 4 10

全 工 場 的 部 局
(非工業的下位単位)

154 } 85

集 中 フ ォ ン ド へ 2 463 一

合 計 1000 760 400

出典=Ko孤 πeKTH畷H銘 ハoroBopBA3aHa1979ro几

ToJIb疲TTH,1979,c.60-64.

それは,月 間に月俸給ないし月賃金額の30%を 超えてはな らないということで

ある。

〔4)物質的援助

物質的報奨 フォンド総額の2%以 内で物質的援助が与えられる。 この資金は

毎年,従 業員数に比例 して各作業所(職 場),部 局に配分 される。それ らの管

理者は,関 係労働組合委員会と共同でこの資金の運用を管理する。

最後に,年 間労働結果に応 じた報酬を除いた,3種 類の使途に関する,こ の

工場の各下位単位への配分予定額(1979年)を 提示 してお こう(〔 表15〕 参

照)。

お わ り に

以上において我々は,ソ ビエ トの代表的乗用車製造工場を取 り上げ,そ こに

おける物質的刺激制度の実態を検討 してきた。そこで,最 後にそれの若干の特



108 商 学 討 究 第36巻 第4号

徴おび含意を考察する。

まず第1に,物 質的報奨フォンド形成方式 において重要な点は,い わゆる

「緊張 した」計画の作成 ・完遂を刺激 していることである。それは,〔 表3〕

と 〔表6〕 の物質的報奨フォンドへの控除数値の差異に表われている。2つ の

表の対応する数値を比較すると,〔表3〕 の数値と 〔表6〕 の超過遂行の数値

との比率は,1:0.7,〔 表3〕 の数値と計画不遂行の場合の数値との比率は,

1:1.3に なっている。 これが意味することは,例 えば工場 に生産能力の予備

がある場合,年 度計画の実施段階でそれを生産 において利用 して計画を超過遂

行することよりも,そ れ以前の年度計画作成段階で予備を計画の中に取 り入れ,

より高いレベルの 「緊張 した」計画を作成 し完遂することを刺激 していること

である。逆に,生 産能力の不足等によって5か 年計画の当該年度数値が遂行 し

えない時には,年 度計画の作成段階でそれを計画に反映させ,レ ベルダウンし

た年度計画を作成 し完遂することを奨励 し,年 度計画作成段階ではそれを計画

に反映 しないで,結 局計画が不遂行に終るようなことにならないように誘導 し

ている。筒知のように,ソ ビエ ト経済管理において企業(生 産合同)に 「緊張

した」計画を作成させるということが重要な課題となっているが,こ のボルガ

自動車工場の事例 もその課題の解決努力の1つ の現われであろう。

第2に,前 述のように工場全体の場合には,年 度計画 を超過遂行 しても一定

の(相 対的に少ない)物 質的報奨が与えられるが,工 場内下位単位の場合には,

計画を超過遂行 して も原則 としてプレミアムは増加 されない。っまり計画の超

,過遂行に対す る物質的刺激は,こ の工場㊥下位単位に対 しては行なわれていな
い。 これは,こ の工場の生産技術的特性か ら説明される。前述のように,こ の

工場は1970年 に完成 した比較的新 しい工場であり,し か もそこにはイタリアを

始めとす る西側先進諸国の高い技術 レベルの機械 ・設備等が導入されている。

さらに生産 も大規模である。それ故,生 産の有機的関連が増大している。その

ような状況の もとでは各下位単位が,工 場全体 として厳密に調整された計画を

きちんと遂行することが何よりも重要となる。「(より多くのプレミアム獲得の

ための)諸 職場による部分的諸指標の超過遂行は,常 に非組織性 と望ましくない
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結果(生 産のリズム性の違反}倉 庫での素型材,部 品の在庫ノルマチーフ超過,

材料補給の中断等)を もたらしうるのである。」33}このような認識の もとに,こ

の工場では下位単位の計画超過遂行に対する物質的刺激は原則 として行なわれ

ていないのである34)。

第3に 注目すべきことは,職 能的管理部門および職場内ライン管理者層に対

する当座プレミアムの算定において,そ の集団に固有な指標 とその集団が所属

するより大きな集団の活動指標の両方が利用されている点である。 これの意味

は次の点にある。一つは,前 述のようにその集団自体の活動状況を明確に し,

その活動の効率をより高めるように物質的に刺激することである。この方向で

の物質的刺激の強化 ・精緻化は,技 師 ・技術者の個人別労働評価 によるプレミ

アム修正システムにも現われている。 この場合には,技 師 ・技術者の個人 レベ

ルの活動状況の評価の改善 ・刺激強化が試みられているのである。 もう一つは,

単にそれ自体の活動指標だりでなく,そ の集団の所属す るより大きな集団の活

動成績 によってもプレミアムが左右 される点である。つまり,そ れによって,

人々の関心が狭 い小集団の活動状況にのみ向 くのではなく,よ り大きな集団の

活動状況にも向 くように物質的に方向づけられるのである35,。

第4に 注目すべきことは,こ の工場では年間活動結果に応 じた報酬部分が各

下位単位の活動業績に応 じて下位単位 ごとに格差付けられて分与され,そ の後

に各個人の貢献に応 じて個人に配分されるという方式(2段 階的配分方式)を

採 らずに,直 接各個人に配分されていることである。現実に,前 者の方式を採

るべきであるという考え もみ られる36}。しか し,こ の工場の現行方式にはそれ

33)ΦypcoBE胆 〔23〕,c124.。

34)た だ し、資源節約等の一定の課題の超過遂行に対 しては,物 質的報奨フォンドとは

別の特定のプレミァムフォンドか らプ レミアムが支払われる(山ep6aKOB〔 幻〕,I

C29)。 なお,こ れらの個別プレミァム制度にっいては、刺激方向の分散による刺

激効果の減少、管理者の責任意識の弱体化という幣害も指摘されている(皿le田yKOBa

〔24〕,c42,npouepoB〔15〕,c.5&)。r

35)ト ヨタ自動車における生産手当(能 率給の一種)に おいても集団自体とそれが所属

するより大きな集団(ト ヨタの場合は会社全体)の 能率が同時に考慮 されている

(小山陽一編 〔32〕,246頁 を参照)。

36)6y㎜'∬ 双P,〔2〕,c,11&
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なりに大きな意味があると思われる。つまり, .この年度末報酬は,各 従業員個

人と工場全体の利害を結びつけることを基本的課題 としており,そ のために工

場の下位単位の業績 によって媒介 させるのではなく,直 接に工場全体の業績に

応 じて支払われるべ きであるという理念があるように思われる37)。当座プレミ「

アムの機能 とは異なる,こ うした機能を年度末報酬に持たせていることは,巨

大企業であるボルガ1自動車工場全体の活動状況に対する従業員⑱関心を維持 ・

強化 しようとしていること,個 人の利害 と企業全体の利害を結合する努力が行

なわれているということを意味する。
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